
令和6年4月23日

9:00～

Zoom

①ジェンダー主流化の推進について 【県民生活部】

②電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（PHV）の導入につ
いて

【環境部】

③令和６年「緑の募金活動」について 【農林部】

④令和６年度の定期監査について 【監査事務局】

庁　議　事　項



ジェンダー主流化の推進
目 的

ジェンダー主流化を県の施策に反映させ、埋もれていた男女各々の視点を取り入れた取組を進め、
誰もが暮らしやすい埼玉県を目指す

ジェンダー主流化とは
あらゆる施策において、固定的性別役割分担、性差別、偏見等が社会的に作られたものであることを

意識する視点を取り入れることで、一つの施策が結果として男女間で格差をもたらしていないかを点検し、
施策効果の向上を図るもの

幅広い県政の分野から５つのモデル事業を選定して実施
・ ジェンダーの視点に立った災害対応（危機管理防災部） ・ 女性の創業支援(産業労働部)
・ 新規農業者の育成・確保(農林部)                     ・ 都市公園施設の整備(都市整備部)
・ 男性職員の育児休業の取得促進（総務部）

事業点検の試行（令和５年度）

あらゆる施策において男女間格差を洗い出し、格差を解消するための手法の確立が必要
全庁展開
に向け

庁議資料 令和６年４月２３日



令和６年度ジェンダー主流化の全庁展開について

ジェンダー主流化に係る理解を促す。

〇研修の実施（５月）
〇庁内ポータルサイトの充実（通年）

１ 全職員の理解促進

２ 全庁展開の内容（事業点検並びにその取組案の検討）
「ジェンダー主流化事業点検シート」に基づき、現在実施中の事業について、点検し、結果における男女間格差を把握するとと
もに、その要因分析を行い、格差の解消を図る取組案を策定する。

(対象事業) 政策的な経費

ジェンダー主流化の全庁展開を、以下のとおり進める。

４月 県民生活部から知事部局内へ事業点検依頼
４月～８月 「ジェンダー主流化事業点検シート」による点検実施（知事部局）
予算要求時 部内取りまとめ
１月 県民生活部で取りまとめ（暫定）
２月 県民生活部で取りまとめ（最終）

（スケジュール）

庁議資料 令和６年４月２３日



電気自動車（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（PHV）の導入について

埼玉県庁議事項 令和６年４月２３日

民間事業者の資金を活用し、県有施設へのEV・ＰＨV
用充電設備の設置を促進します。

事業者名 Terra Charge株式会社
調査・設置時期 令和６年４月～１１月頃
導入機器 普通充電器
設置検討施設 ５７か所

公用車へのEV・PHVの率先導入 県有施設への充電設備の導入

埼玉県公用車グリーン導入指針を改正し、県が導入
する公用車については、原則、電気自動車（EV）又は
プラグインハイブリッド自動車（PHV）から選定すること
としました。

※ その他の車両を導入する場合には環境部宛て協
議をお願いいたします。

環境部

新 旧

電気自動車又はプラグイン
ハイブリッド自動車

①電気自動車又はプラグイ
ンハイブリッド自動車、燃料
電池自動車

②ハイブリッド自動車かつ九
都県市指定低公害車に指定
された車両

（充電設備イメージ）



令和６年「緑の募金活動」について 農林部

趣 旨
緑に親しみ健全で豊かな心を育み、緑豊かな住みよい埼玉づくりを進めるため、
緑の募金活動を行う。

● 自治会を通じた家庭募金
● 企業、職場及び学校での募金
● 駅周辺等での街頭募金
● 森林整備に使途を限定した募金

募 金 活 動

公益社団法人 埼玉県緑化推進委員会

（会長 大野元裕 知事）

埼玉県 庁議事項 令和6年4月23日

主 催

７，８００万円（Ｒ５実績 ７，３６１万円）目標額

春の募金期間 令和６年２月１５日～５月３１日
(強調月間 ４月１５日～５月１４日)

・学校など公共施設の緑化
・緑の少年団活動への支援
・森林整備活動への支援
・学校緑化ｺﾝｸｰﾙなどによる普及啓発
・令和７年全国植樹祭支援の積立て 等

募金の使途

昨年の街頭募金活動

4位5位 2位

募金額・全国順位の推移



令和６年「緑の募金活動」について 農林部

埼玉県 庁議事項 令和6年4月23日

令和６年「緑の募金」グッズ



令和６年度定期監査について

庁議資料 令和６年４月２３日

監査事務局

重点監査事項の設定

◼ 「監査通信」を毎月発行

今年度の新たな取組

補助金に係る事務処理の確認と課題の把握

職員ポータル
トップページ

ここから
ご案内します！

4月25日
創刊

情報発信の拡大

➢よくある誤りとその解説

➢好事例の共有

➢委員監査などの情報

物品の管理状況の確認と課題の把握

収入未済額の縮減に向けた取組の把握

◼ オンライン監査の実施
対象機関 監査事務局

➢職員予備監査は
原則オンライン

Zoom

会場準備、移動、旅費の削減
職場以外からでも対応可能

✓ 補助金の執行状況、事務処理の委託状況等の確認

✓ 切手類・収入印紙の保管・活用状況の確認

✓ 債権管理に係る取組状況の確認


